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1 ．はじめに
　横浜は、市街化調整区域が市域の約 1 ／ 4（約 1 万ha）あり、それら
が環状 2号線外側に散在分布しているといった他都市に類をみない特徴を





















農用地区域 1,045 1,021 32
農業専用地区 1,033 633 20



























































































































































1676 1083 869 759 604 44 65 38 114 583 10
100.0% 64.6% 51.8% 45.3% 36.0% 2.6% 3.9% 2.3% 6.8% 34.8% 0.6%
159 53 35 37 31 3 2 1 13 106 0
100.0% 33.3% 22.0% 23.3% 19.5% 1.9% 1.3% 0.6% 8.2% 66.7% 0.0%
505 308 225 222 161 13 19 10 32 195 2
100.0% 61.0% 44.6% 44.0% 31.9% 2.6% 3.8% 2.0% 6.3% 38.6% 0.4%
461 347 290 240 193 12 27 16 31 112 2
100.0% 75.3% 62.9% 52.1% 41.9% 2.6% 5.9% 3.5% 6.7% 24.3% 0.4%
514 351 304 249 209 14 16 10 30 157 6
100.0% 68.3% 59.1% 48.4% 40.7% 2.7% 3.1% 1.9% 5.8% 30.5% 1.2%
37 24 15 11 10 2 1 1 8 13 0

















1676 1083 176 197 568 147 278 19
100.0% 100.0% 16.3% 18.2% 52.4% 13.6% 25.7% 1.8%
159 53 7 5 24 6 20 2
100.0% 100.0% 13.2% 9.4% 45.3% 11.3% 37.7% 3.8%
505 308 50 47 189 34 68 4
100.0% 100.0% 16.2% 15.3% 61.4% 11.0% 22.1% 1.3%
461 347 56 75 157 53 93 10
100.0% 100.0% 16.1% 21.6% 45.2% 15.3% 26.8% 2.9%
514 351 63 65 186 53 85 2
100.0% 100.0% 17.9% 18.5% 53.0% 15.1% 24.2% 0.6%
37 24 0 5 12 1 12 1






























































































































































































































































































㎡が 2割近くあり、移動時間は15分以下が 4分の 3と「近所」に集中して
いることが明らかとなった。その目的や効果としては、活動主体により異
なるものの、総じて、単なる農作業体験や交流、食育の視点だけでなく、
近隣地域のコミュニティ活性の視点、子どもやケアを要する人々にとって
の心身の健康維持の視点、ニートや就労支援などの社会課題に対応する視
点、新しいビジネスモデルとしての視点に整理できる。
　また他都市に比べ市街地に近いところに農的空間が存在する横浜市郊外
の特徴を反映した形として、日常生活圏域のごく近いところに在る産直所
などでは、設えなどの工夫もあり、単なる農産物の売買だけでない小さな
人的交流が発生していることも明らかになった。
　現在の横浜市の農地面積は、市内の民有地で現況が農地である土地（固
定資産課税対象面積）と一定規模の農業経営を行っている農家が耕作して
いる農地（経営耕作面積）との間に1,100haの差があり、現況の農地面積
が経営に用いられる面積を大きく上回っている。これには様々な状況が考
えられるが、積極的な生産に活用されず土地利用規制や土地需要の減速か
ら農地以外にも転用されず、不安定で潜在力が低い状態の土地である（江
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成はこれを「空洞化した農地」と呼称している13））。これらは所有者の管
理が行き届かなくなることから、都市の土地政策上の課題だと指摘する声
もある。横浜市における遊休農地の活用として既に事業化している「農園
付公園整備事業」「市民農園用地取得事業」などはその一環として捉えら
れるが、今回の調査結果で、組織的に農的作業を行っている活動団体のニー
ズの高さからも、これらの団体がこの空洞化した農地に対する耕作・管理
の新たな担い手となる可能性は極めて高いことが示唆される。しかしその
際には、農地の情報を入手し貸借手続きをして活動を推進する上での法的
な位置づけの複雑さと処置に対応できる仲介役の存在が大きいことも明ら
かとなった。
　また今後人口減少社会を迎え縮退する都市の在り方を考える上では、遊
休農地だけに限らず、公園や遊休市有地といった公共用地、さらには一般
の空き地等を身近な農的空間として再生させる、といった考え方も可能に
なってきており、写真 3で示したように自治会町内会が高齢者の相互見守
りを兼ねて遊休市有地を農的空間として活用する例などは、人々の日常の
暮らしの中で、農に近い暮らしが地域コミュニティをも豊かにしていく可
能性を示唆したものである。このことは郊外住宅地再生策において、農の
位置づけを展開する独自の方策を検討する必要性を指摘したことになろう。
　例えば泉区には農地を活かして宅地化の可能性を示す事例として、農地
保全と建築ストックへ向けたコーポラティブファーム（菜園付きコーポラ
ティブハウス）の事例が存在し、都市近郊の農地を積極的に評価し位置づ
ける手法としても注目されている14）。また大阪市・北加賀屋では、産業の
転換で空き地・空き家が増加した地域の課題に対し、地域の魅力を発信し
て、若い新しい住民を呼び込んでいくこと、まちに昔から住んでいる高齢
者にとっても潤いのある豊かな暮らしができ、生きがいのあるまちづくり
を行うこと、地域の人同士がつながる場や機会を作り、コミュニティをつくっ
ていくことを目的とした「北加賀屋クリエイティブビレッジ構想」を掲げ、
空き地を活用したクリエイティブファーム事業（「みんなのうえん」）を地
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元不動産会社やNPO法人等により展開している例もある15）。このように、
農地にこだわらず、また農作業をするだけではない農的空間の存在価値に
着目し、横浜市においても遊休市有地、さらには一般空き地が農的空間と
して活用される仕組みにつながっていくことを期待したい。
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補注
（ 1）ただし、締切時に礼状兼督促状をハガキで発送し、その後 2月末日ま
でに返信のあった票を集計対象とした。
（ 2）所在地域分類では団体の本拠住所を根拠とした。
（ 3）社会福祉法人には保育施設を運営している団体もあり、それらも含め
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た分析結果である。
（ 4）「市民農園コーディネーター」とは、市が主催する研修を受講し、市
民農園（特区農園）の開設・運営に必要な知識・技術を身につけ認定さ
れた法人に与えられる登録制度。市民の農業体験の場を確保するとと
もに、農業に対する理解を深め良好な農地の保全を図ることと、市民
農園を周辺環境と地域農業に調和した質の高いものにすることを目的
に、市民農園（特区農園）の開設または運営支援に協力する法人として、
市の進める市民農園整備の基本的考え方に賛同し、市と協働して地域
農業に調和した市民農園（特区農園）の開設、管理運営を行う。
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